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巻頭座談会

司会（宮﨑）▷世界的に気候変動への対応が急務となる中、

再生可能エネルギーは主力電源としての役割をますます強

めており、とりわけ洋上風力発電がきわめて重要な選択肢

とされています。政府では、2040年には30〜45GWとい

う目標も立てられており、本年8月6日には浮体式洋上風

力等に関する産業戦略がとりまとめられたところです。

　一方で、これを実現するためには、港湾インフラの整備

や部材の輸送、発電施設、送電施設の技術的な開発、施工

をどうするか。我が国の厳しい自然条件を踏まえた設計、

メンテナンス、そして産業としては国内産業の競争力の確

保、地元関係者との合意形成など、解決すべき課題も少な

くありません。

　本日はそれぞれのお立場から洋上風力発電、とりわけ浮体

式の現状やこれまでの取り組みについて振り返っていただく

とともに、今後の本格的な導入に向けた技術的・制度的な課

題や地域社会、既存産業との関係性などを含めて、展望を

お伺いできればと思います。最初に馬場課長にお伺いします。

馬場▷まず、今までの取り組みを振り返ります。そもそも

はインフラの整った港湾の中で洋上風力発電の整備を進め

ようとするニーズが高まり、港湾法を改正して港湾におけ

る公募による占用許可制度を定めたのが始まりです。その

後、再エネ海域利用法の制定により一般海域への展開に合

わせ、事業の大規模化に対応した基地港湾制度を創設しま

した。更には洋上風力をEEZにも展開できるよう、再エネ

海域利用法が改正され設置許可制度が創設されたという流

れがあります。

　港湾は洋上風力発電に欠かすことができないインフラで

す。現在時点で、整備中のものも合わせて、7つの基地港

湾の指定を進め、4港がすでに完成・供用しています。併

せて、今後、案件形成が進み、基地港湾の利用が逼迫する

中で、落雷等の突発的な事象が発生した場合に利用のバッ

ティングが生じます。そうした事態に備えるべく、今年、

港湾法を改正して、広域的に基地港湾を円滑に調整するた

めの仕組みをつくりました。

　また洋上風力発電の導入促進を図る上で一番重要なの

は、官民の連携をしっかり図っていくことです。令和2年

にさかのぼりますが、官民協議会を設け、「洋上風力産業ビ

ジョン」を策定しました。今般、特に浮体に着目した形で

ビジョンを見直し、第2次産業ビジョンを8月8日に公表し

たところです。

　第2次産業ビジョンでは、2040年の案件形成目標30〜
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洋上風力発電の取り組みと今後の展望 特集

河野▷国連海洋法条約で、EEZにおいて洋上風力の施設

をつくることは沿岸国である日本にとっては主権的権利の

一つとして明文で認められています。国連海洋法条約の起

草は1970年代ですが、海洋エネルギーの開発を明文で規

定しているところはすごいと思います。日本は世界６位の

面積のEEZを持っているので、日本にとってこの主権的権

利としての海洋エネルギーの利用は大きな意味を持つと思

います。

　国際法上はそういった権利を行使する時に、特に海洋法

条約の場合には権利の行使を認めるところまで規定してい

るのですが、その権利を具体的に行使するためには沿岸国

が国内立法をする必要があります。馬場課長が言及された

再エネ海域利用法が、まさにEEZにおいて洋上風力での発

電事業に取り組むことについての権利の行使の基礎になる

と言えます。

　これまでの港湾区域内や一般海域での発電は、基本的に

は日本国の法制度上、都道府県の管轄内の事業でした。領

海の範囲を超えてEEZについては、都道府県の権限の範囲

を超えてしまうので、国家としての取り組みが必要になりま

す。今回の改正によって、「セントラル制度」が導入され、

国が積極的に取り組むことが前面に出されていることは非

常に大きな意味を持つだろうと思います。

　洋上風力発電は、海洋環境に影響がある可能性もありま

す。ヨーロッパで出版されている論文等を見ると、海流な

どへの影響の他にも、たとえば魚類や海上哺乳動物の回遊

や渡り鳥やコウモリ等の生息への影響の可能性が指摘され

ています。また、低周波音が出るそうですが、その影響も

考えなければいけないだろうと言われているようです。

　今回の改正によって環境への影響の評価はこれまでより

も簡便化されており、少なくとも事業者の負担が減ること

が大きな意味を持つだろうと思います。

　ただし、国連海洋法条約、第56条は沿岸国にEEZにお

ける海洋エネルギー利用に関して「主権的権利」を認めてい

ます。また、第60条では、EEZにおける人工島、施設及び

構築物の建設、並びにそれらの建設、運用及び利用の許可

及び規制についての沿岸国の排他的権利も規定されており、

洋上風力発電施設にはこの規定が適用されます。このよう

な沿岸国の排他的な権利は、領海に対して行使される「主

権」とは違って、特定の活動に対してのみ排他的な権限が

及ぶというものです。第58条は、他の目的の活動について、

公海自由の原則に基づく権利及び義務が他の諸国に認めら

れており、公海の要素が残っています。第56条、第60条

45GWのうち、浮体式で15GW以上を目指すことを明示す

るとともに、2029年度中を目途に大規模浮体式洋上風力の

案件形成を図ることにしています。その他、これを国内の

産業に根づかせていくため、国内調達比率や海外案件形成

への参画といったことも位置づけました。

　特に国土交通省として、2つの重要な視点があると考え

ています。一つは、地域振興の観点を持った上で、浮体式

の施工、維持管理に対応した港湾機能をしっかり確保して

いくことです。もう一つは、わが国が持つ造船、海洋土木

などさまざまな技術を最大限生かせる形で技術開発を後押

ししていくということです。

司会▷相当に大量で急速な施工を前提にしないと、2040

年に30〜45GWという目標は達成できませんね。

馬場▷今までの案件形成のおそらく3倍ぐらいのスピード

で進めないと、目標は達成できません。大量、急速施工の

技術なども大きな課題です。

司会▷一つ触れておきたいのが、秋田と銚子沖の事業者の

撤退について、国としてはどう受け止めて今後どうしていく

のかですが。

馬場▷こうした結果になったのは非常に残念ですし、公募

制度を運用する政府にも検証すべき点もあると思います。

世界的に洋上風力をめぐる状況は非常に厳しいですし、特

に風車そのものが海外製なので輸入に頼らざるをえない。

そうすると、円安の影響も受けてしまう。さらに言うと、

日本はヨーロッパに比べてより厳しい現場環境にあるという

認識の下、公募制度の見直しに取り組んでいく必要があり

ます。今回の三菱商事の撤退のみならず、他社もコストアッ

プに直面していると聞いていますので適切にケアする必要が

あります。まずは事業を完遂できるよう事業環境を可能な

限り改善した上で、次のラウンドに進んでいくことが求めら

れています。まずは、今回撤退の影響をもろに受けた地元

の方々に丁寧にご説明し、ご理解をいただいた上で次に進

む状況です。

司会▷続いて河野先生、2050年のカーボンニュートラルの

実現、2040年の30GW～45GWという目標に向けて法制

度面も大きく進んできた一方で、まだ解決しなければいけ

ない課題もあるのではないかと思います。お気づきの点、あ

るいは今後こういう課題を解決していかなければいけないと

いうことについてお話をいたければと思います。

2 法制度的な課題は



CDIT  2025 ▷ No.646

と第58条の両方に共通して入っている言葉が、「妥当な考

慮を払う」です。第56条2項では、沿岸国はEEZにおいて

自国の権利を行使し、義務を履行するにあたり、他の国の

権利及び義務に妥当な考慮を払うとされています。また、

第60条は、洋上風力発電施設の設置から除去までの排他

的管轄権の行使にあたり、沿岸国が考慮しなければならな

い事項やとるべき措置を規定しています。他方、他の国が

第58条の下での権利を行使してEEZを利用する時に、沿

岸国の権利の行使に妥当な考慮を払う規定になっています。

　洋上風力発電施設をEEZに設ける場合、他の諸国の権利

と競合する可能性が高いと考えられることの一つが、航行

の自由との関係だろうと思います。浮体式にせよ着床式に

せよ、洋上風力発電施設はそこにかなり大きな構築物が長

期にわたって設けられることになります。

　第58条の下での他の国の権利の重要なものの一つが、航

行の自由です。洋上風力の施設を設ける時に多くの船舶に

利用されている航路には設けることは避けるといった措置

が必要になります。日本にとっても有利な航路における航

行の安全や利便性の確保はとても重要ですので、日本国内

でも国際的にも、この点に配慮が必要だと思います。

　日本国内だけに目を向けると、最も重要な意味を持つの

が漁業者との利害の調整だろうと思います。洋上風力発電

施設により漁業活動への制限が生じます。魚礁になるとい

う意味で浮体式の施設は漁業にプラスになるという話も伺

いますが、そうは言えどもこれまで自由に網を入れていたと

ころに網を入れられなくなります。もう一つは、海底ケーブ

ルとの関係でも漁業に制限が出てきます。

　日本において洋上風力が港湾区域から始まったのは、港

湾区域は漁業権の問題が解決している海域だからです。

EEZの場合、どういう漁業者がいるかを含めて検討してい

かなければならない。今回の改正法によって国と地方公共

団体が協力する制度がありますが、この点がうまく調整が

つくことを願っています。

　欧州の場合は海洋空間計画（ MSP）といって、さまざま

な海洋の利用区域をうまく調整して計画的に利用すること

が主流になっています。日本には今のところこの制度はあ

りません。MSPはもともと米国の制度に由来するものです。

場合によっては日本もいつかMSPのような制度をつくって、

多様な海域の利用を合理的に調整することも必要になるか

もしれません。

　今回の改正される海域利用法をうまく動かしてみること

がそういった次のステップにも繋がるのではないかとも感じ

るので、これからいかに洋上風力発電が進展していくかを

ウォッチしていきたいと思います。

司会▷海外では海域利用を調整して、EEZに洋上風力をた

くさんつくった事例はありますか。

河野▷はい。先ほども言及した国連海洋法条約第60条7

項で、「人工島、施設及び構築物並びにそれらの周囲の安全

水域は、国際航行に不可欠な認められた航路帯の使用の妨

げとなるような場所に設けてはならない。」との規定があり

ます。沿岸国は、国際航行に不可欠な航路帯の位置を考慮

して洋上風力施設の設置を決定する必要があるのです。

野口▷ヨーロッパでも着床式のものでは、すでにEEZにつ

くっています。

河野▷北海は海が浅いので着床式が遠くまでできますね。

司会▷国際的な調整は、複数の国が参加するテーブルでや

るんですか。それとも、それぞれの国に当事国が出かけて

行ってバイでやるのですか。

河野▷原則として、それぞれの沿岸国の判断によるものと

なりますが、関係国と協議することもあるようです。オラン

ダとベルギーの共同での航路帯の変更提案がIMO（国際海

事機関）で採択された事例があります。

司会▷続いて居駒先生、これまでの浮体式洋上風力発電に

関する技術開発についてお話いただければと思います。

居駒▷浮体式洋上風力の研究は環境省事業で2008年ぐら

いに始まったのが最初で、現在は長崎でハイブリッドスパー

が商用機として設置され始めています。ですから浮体式洋

上風力の実証機をつくるための研究のスタートは、日本は

ヨーロッパに比べても決して遅くありません。ヨーロッパで

は着床はずっと早かったのですが、浮体で言うと長崎のハ

イブリッドスパーはかなり先駆的です。

　加えて、日本の場合は、2011年の東日本大震災の直後

に復興プロジェクトで福島につくっています。震災が起き

てから浮くまで２年半ぐらいでしょうか、あのスピードは海

外からすると異常に思えたわけです。洋上風力全体を見る

と、どうしてもヨーロッパに比べると遅いと思われがちです

が、浮体に関してはもともとかなり先頭を走っていたという

ことが一つあります。

　浮体技術そのもので言うと、ハイブリッドスパーはコンク

リートを使っていました。コンクリートは、フランスも早い

段階から研究レベルではやっていた。研究レベルと言うの

3 浮体式の技術開発の歴史と課題
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どうかという意味での構造的な信頼性が、むしろ今課題に

なっているかと思います。

居駒▷私が参加した検討会やワーキングで、規模がどれぐ

らいのシナリオを考えるか、浮体はどういう形式をメインに

考えようかという話が出ました。その時点でもそうだし、「ま

ずはオーソドックスに行く」と今でも思っています。オーソ

ドックスというのは、あまり材料をケチらない。できる形で

確実につくれる。浮かべたあと事故が起きないというのは、

構造体として壊れないという意味です。

　新しいコンセプトが今後どんどん出てくることを考える

と、構造的なことも含めて研究テーマはもちろんあるでしょ

うし、開発から実用化の過程でも課題は結構出てくるかな

という気はしています。

　一番お金がかかるのはインストレーションとその後のメン

テナンスです。メンテナンスは、係留したものを、たとえば

20kmならまだしも30km、40km離れたところから係留を

はずして基地港湾に持ってくるということはたぶんしないの

で、現場でやるということになるでしょう。いずれにせよ基

本的な技術はありますが、悲しいかな最後はコストの話が

出てくる。最後はそのへんの折り合いかと思います。

司会▷続いて、FLOWRA（フローラ）の寺﨑理事長に

FLOWRA設立の経緯、そして今どういう活動をされている

かをお伺いできればと思います。

寺﨑▷浮体式洋上風力の課題点は皆様からご指摘があった

は、北九州の響はフランス企業のムーンプール付ポンツー

ンですが、あれはもともとフランスではコンクリート製だっ

た。それよりも前から、一企業ではありますが日本ではすで

に実験室レベルではコンクリートスパーもやっていた。そう

いうことも含めて結構先頭を走っていたと思います。

司会▷浮体式の分野では欧州に比べて先進的だった。これ

からの浮体式については欧州から導入すればいい技術はあま

りなくて、日本独自で開発していくことのほうが多いですか。

居駒▷そこは言い方が難しいところで、たとえば福島で浮

いたものは日本で設計しました。ハイブリッドスパーも国産

です。ところが北九州の響は浮体そのもののコンセプトはフ

ランスです。それ自体は否定しませんが、日本企業なり事

業者がそれをうまく自分のものとしてできるなら、たまたま

あの形のコンセプトが海外のメーカーのものでしたというな

ら、それはそれでいいと思います。

　一番問題なのは風車です。タービンに国産がないので、

海外製のタービンを持ってきて、それに合わせた浮体の設

計になります。その設計は日本企業が独自でやる、全部

チューニングできると間違いなく言えるなら何も心配しませ

ん。そこのイニシアティブを海外メーカーに持って行かれる

ことを一番危惧しています。現実的にそういうことは普通に

起きています。

　浮体の技術の話に戻りますが、かつて日本の重工・造船

企業は、海外向けの海洋石油開発用のプラットフォームを

つくっていました。設計技術もあったし、建造する技術も

ありました。30年以上前という時代になってしまいますが、

かつてはあったわけです。

　それが国内のドックでなかなかつくられなくなって、90

年代に入ると設計する機会が一気になくなります。少し前

ですが、「技術継承ができていない」と業界ではずっと言わ

れていました。2010年頃がそのピークで、そのあとは人が

いなくてどうしようという状態だったと思います。

　それでも定年になったあと残っている方もたくさんいる

し、いざやるとなると何とかなると楽観している部分もあ

りますが、これからのことで言うと、かつて石油のプラット

フォームやリグのような100m規模、大きくてかつ人が常駐

して事故が起きないようにガチガチのレギュレーションでつ

くっていたものと比べると、洋上風力は材料を抑えてコス

トを下げたい。人は普段からいるわけではないので、安全性

の程度、求める部分は普通に考えると違う。

　基本的には華奢になっていくし、いろんなコンセプトが出

てくるわけです。それが本当に安全かどうか、壊れないか

5 FLOWRA1）設立の背景

4 浮体の構造形式
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しっかりやってもらわなければいけないと思っています。

　このように、制度面、事業者としての事業面、技術面に

おいて、浮体式洋上風力はまだまだ未成熟です。事業の予

見性、バンカビリティ、インシュアビリティ（保険引受可能

性）をどう確保していくのか、これらは一企業で解決するこ

とがなかなかできないものです。こうした課題は浮体式洋上

風力に取り組む事業者にとって「共通の課題」です。しかも

世界共通の課題でもあります。

　発電事業者はライバルの関係にありますが、競争と協調

の観点から課題解決に向け連携しながら取り組んでいく

ことが重要ではないかと問題提起をさせていただいて、発

電事業者間で結成したのが浮体式洋上風力技術研究組合

FLOWRAです。

　実はそのヒントになったものが欧州における洋上風力の

発展の形です。欧州では洋上風力の黎明期から発電事業者

が協力しながら、共通の課題に向かって協調体制で取り組

んでいきました。着床型もそうですし、浮体式もそうです。

私も2017年に前職の電力関係会社にいた時に、欧州以外

の企業として初めてこの取り組みに参加して、浮体式洋上

風力の技術開発の連携の組織で勉強させていただきました。

　欧州では発電事業者が連携して技術開発に取り組み、そ

の成果を市場で生かす＝引っ張っていくという「マーケッ

トプル」という思想で臨んでいます。こうした欧州の取り組

みを参考にして浮体式洋上風力のリスクとコストを少しで

も低減していくことと、一日も早く社会実装に結びつける。

そのための共通基盤の要素技術をいかに開発していくかに

ついて取り組む組織として創設されたのがFLOWRAです。

　私どもはあくまでも発電事業者で研究機関ではありませ

ん。そこはそれぞれ専門の機関、さらには共同研究パート

ナー、特に日本が誇る造船や材料、製鉄技術、金属加工の

技術、さらには港湾工事の技術といったものをお持ちのパー

トナーと一緒になりながら、強力にタッグを組んで取り組

んで行こうというのが取り組みの方針です。研究機関もい

ろいろなところに入っていただいていますし、海技研2）さん

にも入っていただき、ClassNK3）さんにも当初より入ってい

ただいてご指導いただいています。

寺﨑▷私どもは5つの研究テーマを抽出し、このテーマに

沿ってテクニカルワーキンググループを設置しました。ワー

キンググループ1が浮体の最適な設計、2は大量・高速生

とおりですが、事業者の目線からもう少し申し上げたいと

思います。

　まず技術的な課題から言うと「浮体式は動く」、これが着

床式と根本的に違うところです。それから、「沖合で遠い」。

海域をかなり広く使うので遠くなってしまう。経済性の観

点からは、スケールメリットを考えるので「大規模」になっ

てくる。こうした特質を持つ浮体式洋上風力に取り組もう

とすると、残念ながら今の技術では非常にコストがかかっ

てきます。

　居駒先生からご指摘がありましたが、20kmならまだし

も、さらに沖合になると施工もそうですし、オペレーショ

ン、メンテナンスの面でも様々な難しさがあります。もとも

と浮体は、何かトラブルが起きた時には港湾に持ってくれ

ば簡単に補修できるというコンセプトでしたが、今は考え方

が違ってきています。係留や電源ケーブルを解いて、曳航

して持ってくるのは非常にコストがかかる。今はヨーロッパ

でも、主流は現地でやろうとなっています。

　課題の二つ目、これは逆に言うとチャンスにもなります。

浮体式は世界広しと言えども大規模な商用化の経験がまだ

ない。逆を言えば、日本にまだチャンスがあるということだ

と思います。仮に45GWを2040年までにつくろうとする

と、毎年3GWをつくっていかないといけない。15MWの風

車だと年間200機ずつつくらなければなりません。

　今現在、港湾エリア、または造船所で果たしてどれだけ

つくれるのか。現実問題として、今のところ年間50機程度

と言われています。浮体の構造物を大量に、しかも高速に

安くつくるためには技術が必要になります。それらを支える

浮体式洋上風力のサプライチェーンをいかに確立していく

のか。さらには、そういったものを安心して確実に組み立

てができるインフラが必要になってきます。こうした製造基

盤を育成、整備していくことで日本にチャンスが生まれるの

ではなかろうかと思います。

　それから一番頭の痛い話が、海域における利害調整です。

国連海洋法条約に基づいて経済的主権は保てますが、航行

の自由や通信ケーブルとの調整、浮体を設置した場所は必

ず海図に落としなさいとかという通告義務があったりと同条

約に基づく各種調整、協議を行っていかなければいけません。

　何より、わが国は水産業が非常に盛んな国です。国内で

どれだけのエリアで漁業をやっているか。たとえば半日以上

漁を行っているところをプロットした地図を見ると、ほとん

ど日本を取り巻くぐらいの混み具合です。その中の間隙を

縫って浮体をつくれるのか。まさにMSPを定め、その中で

6 FLOWRAの活動
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洋上風力発電の取り組みと今後の展望 特集

野口▷FLOWCONという「建設システム」という言葉が入っ

ただけで、FLOWRAさんとほとんど似たような名前の組合を

なぜつくったかというと、先ほど来のお話にもあったとおり、

これだけの多岐にわたる事業をやっていく時に、つくるため

の共通インフラの部分を整えていくことが必要だろうという

問題意識が、私を始め周囲の方には強くあったからです。

　今年1月に設立許可され、参画している会社は今20社弱

ですが、建設、造船、鉄鋼、エンジン系、揚重機メーカー、

それから最近は建設産業を支援するソフト屋さんも参画を

希望されています。

　われわれに与えられた大きな課題は、共通インフラのとこ

ろでしっかりしたものを示すことです。今まで伺った話を総

合すると、浮体式洋上風力は、日本は技術的にはある程度

行っているが、課題は、大規模急速施工とかいろいろな呼

び方をしていますが、要は量産化だと。量産化をなし遂げ

る仕組みをつくることがおそらくわれわれに求められている

し、われわれもやりたいところです。

　集まったメンバーは量産化が得意な人もいますが、どち

らかというと現地一品生産をやっていた人の方が多いです。

でも、量産化のイメージはわかる。現地一品生産を量産化

に持って行かなければいけない。寺﨑さんのお話をお借り

すると、最盛期、200機ぐらい据え付けなくてはだめだけど、

造船ドックの浮体生産能力だけだと50〜60機です。

野口▷では、どうするか。量産化のアイデアですが、仮置

き、バッファという概念を持ち込んで、準備しておいてや

れる時に一気にやるという方法です。量産化の考え方を

しっかりさせ、それをみんなが共通理解の下に協力する体

制を築くことがわれわれの使命だと思っています。言葉を

換えると、量産化とは安定的であり、あまりクリティカルな

待ちの部分がない状態を実現するべきだと考えます。さら

に調子が悪い、壊れた、これは使えないとなったら代替品

があるサプライチェーンをしっかり準備することだという認

識で取り組もうとしています。

　日本の洋上風力、特に浮体式での厳しい条件は、急峻な

地形、複雑な地層、水深が急に深くなる。たとえば洋上風

力のメッカとされる北東日本は大きな港湾がないとか、い

ろいろと難しいところがあります。量産化を達成するために

は浮体式洋上風力の建設過程を安定的に、クリティカルな

部分がないように、スムーズに流れるようにしていかなけれ

産、3は大水深における係留システム、4は大水深における

送電技術、5は遠洋における風況観測。5つのワーキンググ

ループをつくって、共同開発のパートナー計76社に参画い

ただいて、ワーキンググループと共同研究者の総勢約250

名で活動しています。

　ありがたいことにNEDOの補助事業に採択いただいて取

り組みを進めていますが、いろいろな課題に直面することも

少なくありません。専門の先生方からなる技術戦略会議を設

置しており、大所高所からご指導いただく形になっています。

　私どもが目指す方向性は共通基盤の技術検討ですが、部

分最適になっては何にもなりません。全体最適でないといけ

ないので、浮体を全体のシステムとして、いわゆるシステム

エンジニアリングの手法で検討していこうと思います。これ

はまだ欧米では取り組まれていない視点、要素で、しっか

り対応していこうと思います。

　さらには、そこで開発した技術を国際標準にしていこうと

考えています。そのためにはいろいろなガイドラインの策定、

国内基準との整合性をどう取っていくか、何よりIEC、国

際電気標準に則ったちゃんとしたスタンダードをいかに取っ

ていくか。これには各国の理解が不可欠ですので各国との

連携が必要となります。このため、国際連携に非常に力を

入れていて、現時点（2025年9月3日現在）でイギリス、ノ

ルウェー、デンマークとはすでに連携協定を結んでいます。

今後はオランダ、フランス、米国、とも連携を進めていこ

うと考えています。

　もともとClassNKさんには設立当初よりいろいろなご指

導をいただいていますが、国際標準という意味ではDNV、

ABSとも連携させていただいています。

　馬場課長から「地域振興の観点をもって」という思いを聞

いて非常にうれしくなったのですが、浮体式洋上風力は単

にエネルギー、セキュリティ、脱炭素に止まるものではなく

て、日本のものづくりが生かせる取り組みです。

　そうなると雇用機会も増えて、地域振興にも結びつくも

のと期待しています。FLOWCONさんとも連携しながら、

車の両輪として浮体式洋上風力の取り組みを盛り上げてい

きたいと考えています。

司会▷続いて野口理事長から、FLOWCON（フローコン）

設立の経緯、活動内容についてご紹介いただきたいと思い

ます。

8 求められる量産化

7 FLOWCON4）の活動
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いかと考えています。海上施工プロセスの中で具体的にあ

りうるパターンをいくつか設定して、「こういう施工ならどの

ような課題があるか」というアプローチで整理しています。

野口理事長からもお話がありましたが、浮体式の整備工程

では、港湾のキャパシティの問題もあり、新たに港外にアッ

センブリー用の海上プラットフォームをつくり、そちらで建

造するとより全体効率に繋がるのではないかなど、具体的

な施工パターンを想定して検討しました。

　また、これまでは着床式をベースに港湾でのアッセンブ

リー機能を如何に確保するかに軸足を置いた基地港湾のあ

り方という切り口で検討を進めてきました。今後、浮体式を

念頭に置くと、アッセンブリー機能だけではなく、浮体基礎

そのものを製作するヤードの問題、あるいは広大な保管水域

を如何に確保するか。こうしたことまで含めて、港湾内外の

機能そのもののあり方を広く考えていく必要があります。

　それから最初に申し上げましたが、地域経済にどのよう

に生かしていくか、産業としてどのように根付かせていくの

か、地域振興の切り口も必要であるという観点も含め、改

めて港湾のあり方検討会の中で議論いただいています。

　念頭に置くべき課題は、発電施設の大規模化や風車その

ものの大型化に加え、資機材の輸送船舶や荷役方法も多様

化していること、さらには浮体基礎の製作・浜出し・曳航・

保管といった工程もあります。そうした状況に港湾がどの

ように対応していくのかということも考えていかなければい

けない。かなりいろいろな要素を組み入れて港湾機能全体

のあり方を検討していく必要があります。

　それから、基地港湾は現在、整備途中のものも含めて7

港が指定されていますが、これらを最大限活用しつつも更

に追加的に整備していかなければ、とても追いついていかな

いと考えています。今は、1つの海域プロジェクトで1つの

基地港湾を使う1対1の関係性ですが、今後は複数の基地

港湾が効率的に役割分担をしていく必要があるのではない

か、さらに、国産の資機材製造拠点を含めた産業集積につ

いてもしっかり考えていく必要があります。港の使い方とし

てプレアッセンブリー機能だけが議論として先行していたの

ですが、日本の産業として考えた場合に製造拠点という観

点も重要です。大規模な浮体式の洋上風力発電の案件形成

を実現しうる産業集積型の基地港湾をどのようにつくって

いくかが大きな課題だと考えています。

　また、令和8年度予算要求では、港湾における洋上風力

発電の施工の効率化、あるいは施工技術の高度化を図るた

め、国が主導して民間企業の技術開発を後押しするための

ばならない。難しい条件のもとでの量産化、これを何とか

して成し遂げていこうと思います。

　われわれの答の一つは、基地港湾、あるいは海上作業基

地のような組み合わせを誰もが納得する形で用意する。そ

ういう仕組みや制度を整えることが一番大事です。協調部

分がどれだけ効率的につくれるか、用意できるか、一生懸

命研究が始まったところです。

　その中で河野先生の「漁業や航路帯の自由を確保しなが

らどうやってやるのか」というのは、実は量産化に対して大

きな制限項目になっています。それを踏まえながら、そうい

うことを経験してきた人がFLOWCONにはたくさんいるの

で、ああでもない、こうでもないと皆さんに意見を言っても

らいながら、納得できる解法、方法論をお出ししようと考

えています。

司会▷ここまでは洋上風力の導入の現状と課題についてお

話をいただきました。ここからは今後取り組むべきことなど

ご意見、ご提案をいただければと思います。馬場課長、い

かがでしょうか。

馬場▷先ほど官民連携がきわめて重要であるとお話ししま

した。今後、浮体式の海上施工を具体的にどのように進め

ていくかについて、官民フォーラムという体制をつくりまし

た。浮体式の大量導入に向けた課題を話し合い、今後どう

いったところに注力して検討すべきかの課題の整理からス

タートしています。

　海上の施工シナリオをある程度具体的に想定して、その

一つひとつの過程でどのような課題があるかを共有し、どう

解決していくか議論した方がより実装に近づけるのではな

9 浮体式導入のための港湾機能
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本人が担えるようにすることは、若い世代にとって意味を

持つ気がします。こういう技術を持っている人は国際的に

も競争力がある人材となります。その人が望めばいくらでも

国際的に羽ばたける海技人材になると思います。

　ヨーロッパの大学では修士課程でそういう技術を身につ

けさせる教育を行っていたり、民間企業が自社の養成課程

を持っていたりするようです。風車自体の技術開発もそう

かもしれないですが、設置や維持・管理に関しての人材育

成も制度的に後押ししてあげないと、なかなか民間ででき

ることではないと思います。特に若い人を育てるための制度

が必要だと思います。

司会▷居駒先生、浮体式の施設の個別の技術要素について

今後必要となる取り組み、将来展望についてお願いします。

居駒▷設計という観点で言うと、風車なので風の影響も

大きい。それから、波の中で実際にどういう挙動をするの

か。浮体としての波浪中性能と言っている部分と、その後

に本体で言うと強度的な構造設計が入ってきます。波浪中

性能はオープンソースのプログラムが実務レベルで使われて

いるのと、オープンソースではないですが、敏感な企業は

DNV5）の商用プログラムを使って基本的な設計はできる。

その上で、構造設計は最後は強度の話です。日本はどの分

野に行っても構造設計技術はもともと高い。

　河野先生から人材の話がありました。人材はいろいろな

ところで必要ですが、基礎技術は持っている構造設計にし

ても、海に浮いている構造物の構造設計を経験している人

は日本国内に少ない。固定されているものなら、構造設計

ができる人はたくさんいると思います。「水の影響はこうす

ればいい」ということさえ環境外力として言ってくれれば、

設計できる人は多いと思います。浮いているものに対しての

経験がないのですが、そこは何とかなると思います。

　今後ということで考えると、大水深になっていくと浮体

の係留にチェーンはだめです。重すぎてだめなのと取り回し

が大変で、そこでもコストがかかります。港に置いておくだ

けでも、それを台船に乗せるだけでも、持って行って下ろ

すだけでも大変ということがあるので、部分的にはチェーン

が入ったりしますが、間違いなく合成繊維索、あるいは鋼

線を扱っている企業はワイヤーロープの認証を取ったりし

て、これから売り込みをかけようというところもあります。

　ただ、日本国内では、合成繊維は恒常的に水の中で使う

新たな予算制度を要求しているところです。

司会▷河野先生、今後必要となる法制度などについての展

望をお聞かせいただければと思います。

河野▷野口さんにご案内いただいて、ヨーロッパの洋上風

力の基地港湾を視察したことがあります。とてもとても勉強

になったのですが、その時一番印象に残っているのは、北

海のあれだけ広い海域で港湾が連携していることでした。

港湾間の協議により、それぞれの特性を生かした分業が行

われています。今の日本の制度を見ると1対1対応で細か

く小規模に、それぞれの岸壁を強化するという対応になっ

ています。各々の港湾や海岸の沖合にある施設だけが念頭

に置かれている印象があります。このようなやり方ですと、

いつまでたっても規模の経済が実現しないだろうという印象

を受けています。

　たとえば、私は新潟県のプロジェクトでカーボンニュート

ラルポートの協議会の座長をさせていただいていますが、新

潟県の港湾はかなりのポテンシャルがある印象です。新潟

は日本列島のちょうど真ん中という位置が意味を持つと考

えています。イギリスでヒアリングした限りで言うと、浮体

式を進めていくためには機器をプールしておく波が静かで

深い湾が必要だと伺いました。新潟はそういうポテンシャル

もあるのではないかと思います。

　今のようにバラバラに1対1対応でやっていくよりも、個

別の機能を集積させて分業体制を組まないといけないのでは

ないかと思います。これを実現するためには今の制度とだい

ぶ違う、分業を促進する制度が必要ではないだろうかと思い

ます。これは完全に個人的な、視察で見せていただいたこと

の感想みたいなものです。視察の時に、「日本の距離的位置

にあれば、日本だけではなくてたとえばベトナム、フィリピ

ン、台湾まで市場に含められるだろう」と言われました。そ

ういう発想がいつか必要になるのではないかと思います。

河野▷もう一つは、人材の育成の問題だろうと思います。

今のところこれもほぼ海外の方に頼っていて、それでいいの

か。海技人材の確保の検討会を海事局で取りまとめたとこ

ろですが、洋上風力発電の発展のためにも海技人材が絶対

に必要になるわけで、日本で人を育て、そうした業務を日

10 港湾間の分業と連携が必要

12 浮体の構造設計、係留

11 人材の育成



CDIT  2025 ▷ No.6412

METCentre8）のような実証センターを日本にもつくってい

ただきたい。その場で実証を行っていくことがマストになっ

てくるのではないかと思います。

　もう一つ、今後に向けた戦略の1つになろうかと思います

が、国の浮体式産業ビジョンの中でもうたわれていますが、

国産風車がないことをどうしていくのか。メーカーがどこに

なるかわかりませんが、少なくとも日本で風車をつくってい

ただく形が発電事業者としては望ましい。これは産業育成、

振興の面からもそうだと思います。

　これからFLOWRAでも、日本の環境に適した風車とは

どういうものかという検討、研究をやっていかなければいけ

ません。それを日本の中でつくるためにはどうすべきか。こ

れは経済産業省の仕事になるかもしれませんが、是非連携

しながら進めていきたいと思います。設計についても、施工

についても、日本の強みをどう生かしていくかという視点も

大事だと思います。

　実は、各国に浮体式のどういう技術があってどこが強い

のか、マッピングではないですがそういったものを整理しよ

うと思っています。日本に強みがあると思えるところに特

化し、弱いところは補っていく、各国と連携していく関係

になってくるのではないかと思います。その中で一つのキー

ワードは「デジタル化」です。設計、施工、運転、メンテに

ついても、デジタル化は避けて通れないと思います。欧米

もまだそこまでできていない分野ですので、GXとDXを掛

け合わせた形でデジタル化を進めて、技術の高度化、効率

アップ、さらには省人化を進める必要があるのではないかと

思います。

　もう一点、最後のポイントは、浮体式そのものを進めて

いくためには、国民の皆様のご理解が一番大事だというこ

とです。国民的な議論を呼んで、浮体がなぜ必要なのか。

その意義や有用性、可能性を広く議論していただける活動

を私ども発電事業者としてやっていかなければならないと思

います。いろいろな議論はあろうかと思いますが、そういう

議論で盛り上げていけば、いろいろな面で世論の後押しと

いう形になってくるかと思います。そういうあり方に努めて

いきたいと考えています。

司会▷各研究テーマの時間軸的な目標はどういう感じです

か。

寺﨑▷5つの研究テーマの基礎技術開発については5年計

画です。研究成果をいかに実証に結びつけていくかが今後

重要となってきますが、そこで必要となるのが実証センター

ではなかろうかと考えています。

係留索としてClassNKは認証を出していない。ただ、認証

の準備はしています。海技研2）も生物付着試験をここ数年

やっていて、もうそろそろ何とかなるかなと思います。

　そういう基本的なところの技術開発はできて、あとは認

証が取れれば実際に使えるようになる。要素の細かなとこ

ろは日本国内でも十分整備されていると思いますし、挙動

という意味で動的な問題を解くことは、実務レベルで基本

的にほとんどできます。

　設計も、材料をケチって変な形になった時に変なことが

起きないようにすればいいだけであって、基本的なことはで

きると思います。あとは、どう効率的にアセンブルするかだ

と思います。基本的な技術はある前提で、それを使える人

もできる人も増やしていくという人材育成の話に絡みます

が、そこは別の議論をしなければいけないぐらい大変です。

　技術的な課題ということではなく、あとは設計をする人

材も含めて全体のシステムとして、日本企業は意識的に取

り組んでいかなければならないと思います。

司会▷浮いているものがあって、係留されて、アンカーが

あって、たとえば海底地震や津波の影響はどの程度考慮し

なければいけないのですか。

居駒▷地盤調査、地質調査をする時点でどのぐらいわかる

か。今やっているのは基本的に着床式のところなのである

程度、海底地形がフラットなところだと思います。ところが、

もう少し沖に出て行くと、津波よりも海底の断層地震その

ものが問題です。海底で土砂崩れが起きている痕跡は、物

理的な証拠としてかなり出ています。港空研6）は「歴史的に

こういうことがありそうだ」とか、土砂崩れが起きる前提で、

もしそこにアンカーを打っていたらどうしようということを

考え始めてはいます。問題視して研究をし始めているとい

うのが現状です。

司会▷続いて寺﨑理事長、FLOWRAの今後の社会実装、

国際展開に向けた展望はいかがでしょうか。

寺﨑▷5つの研究テーマについて、しっかり成果を出して

行くことが一番求められていると思います。その中で、開

発した要素技術も実証しないと使えるかどうかわかりませ

ん。今後研究成果が出てくるにつれて、これをいかに実証

して行くかが次の課題かなと思っています。

　そのためには、ヨーロッパのスコットランドのEMEC7）、

欧 州 海 洋 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー と か、 ノ ル ウ ェ ー の

13 社会実装と国際連携
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は国を交えて相当な議論をしないといけないでしょう。

　公平で、効率がよくて、規模の経済が働く。普通は半官

半民になっていくのかなと思いますが、そういう仕組みがな

いと外から見て「さすが日本だ」という仕組みにならないと

思います。ウェットストレージとインストールを誰が公平で

効率的に運営できるかを徹底して磨き上げていって、欧米

メーカーにもこちらの意見も聞いてもらえるような体制をつ

くることが一番いいなと。

　ヨーロッパは、港湾管理者同士が横の連絡で相当話し

合っています。どこの港で、いつ、誰が何をつくるので融

通し合おうかとか、これを相当やっていると思います。日

本はそこまで組織立っていません。

　ウェットストレージとインストールは国を含めた行政から

も見ていただいて、公平で効率的な運営の仕組みをつくれ

ば必然的に横の話し合いができて規模の経済が働くように

なると思います。2040年に30〜45GWを達成するために

は、技術と制度の両方がどうしても必要だと思います。

　最後に、アンカーの問題だけは地盤が決まらないとアン

カーが決まらない、アンカーが決まらないとケーブルが決ま

らない。一蓮托生の関係にあるので、これも誰がどうやっ

てアンカー用の基地港湾を用意するのかという話ができれ

ば規模の経済が働きます。規模の経済を働かせる技術と制

度の仕組みを一体的につくることを切に希望しつつ、自分

でも努力します。

司会▷今日の全体を振り返ってご感想でも補足でも最後に

一言いただければと思います。

河野▷日本のEEZは、とにかく水深が深いのが有名な話で

す。広さでは6位ですが、水深を合わせるともっと大きいと

言われています。是非浮体式の技術を発展させていただい

て、あとは野口さんが言われた地域間の連携、寺﨑さんが

言われてた国際連携も含めて、いかに制度的に連携を支援

できるようにするかが重要です。これが実現すれば、技術が

より生きてくると思います。制度的な工夫をお願いしたい

と思います。

居駒▷技術的なことは、やるとなると日本はやってくれる

と思います。いろいろ細かいことはありますが、必要となれ

ば日本の技術力はやはりすごいと今でも信じています。

　問題は、社会システムや仕組みがどれぐらい整備できる

か。最初に「海洋空間計画がなぜ日本では」と言われました

　数年以内に実証試験を経て2030年から社会実装に移れ

るという時間軸で進めています。これを1日でも前倒しでき

るかどうかは大きな課題です。

司会▷野口理事長から、施工技術や施工システムのお話、

それから量産化が大きな課題になるというお話がありまし

た。それらについての展望をお伺いします。

野口▷国産のメーカーがないので、建設システム全体を考

えるわれわれとしてもそこが非常に難しいところです。現場

を持っている身からすると、メーカー主導で決まるところが

ある。好む好まざるにかかわらず、いろいろな場面でそうい

うふうに進みます。FLOWRAさんが「国産メーカーを何と

か」と努力されている。是非その結果を待ちたいと思います

が一朝一夕には行かないと思いますので、システム全体と

しては我々も努力したいと思います。

　3大メーカー、中国も合わせると4大メーカーですが、そ

れらはどういう姿勢かというと、上物、タワーから上はつく

るから下は上に合わせてその国々でなんとかしてほしいとい

うことで、上を下に合わせてつくってはくれない。世界中で

売っているのだからその地域、その国に合わせたつくり方は

しません、というのが基本姿勢です。それが非常に苦しい

ところです。

　欧米の3大メーカーは、少しずつつくり方が違います。部

品の取り付け方、組み立てにかかる日数が違う。部品の取り

付け方が違うと作業船が違ってきます。プレアッセンブルの

日数が違うと港の大きさが変わってくる。われわれには、そ

れら全部に対応しなければいけないという難しさがあります。

　だから本当は国産メーカーに登場していただきたいので

すが、急にそうはならないということは判ってます。でどう

したいと思っているか。われわれが目指しているのは、河野

先生の言葉を借りると「規模の経済が働く仕組み」を何と

かつくりたいということです。

　そのポイントは、ウェットストレージすなわち、完成した

ものを水中、水底に置いておく、浮かして置いておく、いろ

いろありますが、たくさん貯えておいて一斉にワーッと据え

付ける仕組みを作ることです。ウェットストレージとインス

トールの二つを、さすが日本だという仕組みにすることです。

　ここからは私の持論ですが、これを誰が運営するかとい

う問題が次に出てくる。技術は自信を持ってわれわれが解

決しますが誰が運営するかということが出てくるので、ここ

15 まとめにかえて

14 規模の経済を働かせる技術と制度
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　用語説明

1）�FLOWRA　Floating Offshore Wind Technology Research 

Association（浮体式洋上風力技術研究組合）の略称。浮体式洋上

風力発電の技術開発を目的として2024年3月に設立。参加企業は、

浮体、係留、送電、施工などの共同研究・技術開発を進めている。

 　�参考：浮体式洋上風力技術研究組合ホームページ

 　�https://flowra.or.jp/

2）�海技研　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所　海上技

術安全研究所の略称。国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究

所を構成する研究所の一つ。海上交通の安全及び効率の向上、海

洋資源及び海洋空間の有効利用、海洋環境保全のための技術に関

する研究等に取り組んでいる。

 　��参考：海上技術安全研究所ホームページ

 　https://www.nmri.go.jp/

3）��ClassNK　一般財団法人日本海事協会の略称。船舶の安全確保と海

洋環境保全を目的に、船級協会として技術規則の制定、検査、認

証を行うとともに、船舶関係の技術コンサルティング、鑑定・証明、

研究開発等を行う。

 　�参考：一般財団法人日本海事協会ホームページ

 　�https://www.classnk.or.jp/hp/ja/

4）�FLOWCON　Floating Offshore Wind Construction System 

Technology Research Association（浮体式洋上風力建設システム

技術研究組合）の略称。浮体式洋上風力発電の大量導入に向けた合

理的な建設システムの確立を目的として2025年1月に設立。建設

効率の向上やコスト低減を目指し、施工技術や海上作業基地の開

発、気象・海象予測システムの研究を行っている。

 　参考：浮体式洋上風力建設システム技術研究組合ホームページ　

 　�https://flowcon.or.jp/

5）�DNV　Det Norske Veritas group の略称。本部をノルウェー・オ

スロに置く自主独立財団で、認証業務や技術コンサルティングを提

供している。

 　�参考：DNVホームページ　https://www.dnv.com/

6）�港空研　国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所　港湾空

港技術研究所の略称。国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究

所を構成する研究所の一つ。港湾・海岸・空港の整備や海洋利用、

防災、環境分野に関する研究等を行っている。

 　参考：港湾空港技術研究所ホームページ　https://www.pari.go.jp/

7）�EMEC　European Marine Energy Centre Ltd.の略称。英国政府、

スコットランド自治政府、EU などが出資する民間の研究試験機関

で、海洋エネルギー分野の実証試験や評価を行っている。

 　�参考：EMECホームページ　https://www.emec.org.uk/

8）�METCentre　Marine Energy Test Centre の略称。ノルウェーの

企業ネットワークである Norwegian Offshore Wind が運営・管理

を担っている洋上風力発電のテストセンター。海洋エネルギーおよ

び浮体式洋上風力発電に関する実証試験を行っている。

 　��参考：Norwegian Offshore Windホームページ

 　�https://www.norwegianoffshorewind.no/about/initiatives/met-

centre

が、いい意味で日本独自のこじんまりとしたそれっぽいもの

はありますが、大規模になるとそういうものが絶対に必要だ

とみんなが思っているけれどもなかなか動いていない。

　それと、欧州の場合はカーボントラストという会社が入っ

ている。日本にはこういう会社がありません。そういう違い

で、差がどんどん開くか埋まらないのかなと。私はカーボン

トラストの役割はものすごく大きいと思っています。寺﨑さ

んのFLOWRAの立場で、そういうところも育ててほしいと

思います。

馬場▷さまざまなご指摘ありがとうございました。港湾行

政の面でも足りていない部分があるなと強く実感していま

す。基地港湾を整備してきましたが、ご指摘いただいたよ

うに効率よくやるためには分業体制の構築も一つの方策だ

と思います。また、港湾法を改正して、広域的に利用調整

する協議会制度をつくりましたが、おそらくこれだけでは十

分とは言えず、例えば、海洋プラットフォームやウェット

ストレージの調整というのは協議会ではおそらくなし得ない

ので、今年度からそうした運営面も含めた港湾のあり方に

ついて検討会でしっかりと取り組んでいきたいと思います。

寺﨑▷今日は専門の方々のいろいろなアプローチ、浮体式

をどう見ているか、大変勉強になり参考になりました。大

変なことですが、今日お話頂いたことを一つひとついかに具

体的なものにしていくかというところに、浮体式洋上風力の

未来がかかっているのではないかと思います。

　これからも海外の取り組み事例も参考にしながら、日本

としてどういう浮体式洋上風力をつくっていくのかを自問自

答しながら取り組んでいきたいと考えています。

野口▷7月に、アメリカのロサンゼルス港の隣のロングビー

チ港の視察に行ってきました。ものすごく大きな浮体式洋

上風力の計画の事業が進められていますが、アテンドして

くれたそこの事業リーダーに「トランプ政権で洋上風力には

逆風になり大変ですね」と質問すると、「私たちは50年先を

見ていますから政権のことは大した話ではない」という答え

が返ってきた。やっぱり違う、さすがインフラの国アメリカ

だと思って帰ってきたところです。今、日本では3事業やり

直しで洋上風力がどうなるのかと皆心配しています。しかし

そういうことに一喜一憂、左右されないで、信念を持って

これは正しい道だと進めていきたいと思います。是非皆さ

んとで一致協力してやっていきたいと思います。

司会▷今日は大変貴重なお話をいただきありがとうござい

ました。私どもの調査研究活動にも反映していきたいと思

います。これからもご指導のほどよろしくお願いします。


